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第１章 通則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東松山市立図書館設置及び管理条例（昭和３３年東松山

市条例第４号。以下「条例」という。）第１５条の規定に基づき、東松山市

立図書館（以下「市立図書館」という。）及び東松山市立高坂図書館（以下

「高坂図書館」という。）の管理運営に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

（休館日） 

第２条 市立図書館及び高坂図書館（以下「図書館」という。）の休館日は、

次のとおりとする。ただし、市立図書館長（以下「館長」という。）が必要

と認めるときは、東松山市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）の

許可を得て変更し、又は臨時に休館することができる。 

(1) 毎月第４月曜日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日に当たる場合は、その翌日） 

(2) １月１日から４日まで及び１２月２９日から３１日までの日 

(3) 特別整理期間（毎年１０日以内） 

（利用時間） 

第３条 市立図書館の利用時間は、午前９時３０分から午後７時までとする。 

２ 高坂図書館の利用時間は、次のとおりとする。 

(1) 一般・児童開架室 

ア 月曜日～金曜日 午前９時３０分から午後６時まで 

イ 土曜日・日曜日 午前９時３０分から午後５時１５分まで 



(2) 会議室 午前９時３０分から午後９時３０分まで 

３ 前２項の規定にかかわらず、館長が必要と認めたときは、臨時に利用時間

を変更することができる。 

（利用の制限） 

第４条 この規則又は館長の指示に従わないものに対して、館長は、図書館資

料及び施設の利用を禁止することができる。 

（事業） 

第５条 図書館の事業は、次のとおりとする。 

(1) 図書館資料の収集、整理及び保存に関すること。 

(2) 図書館資料の館内利用及び館外貸出に関すること。 

(3) 読書会、研究会、講座、鑑賞会、展示会等に関すること。 

(4) 読書案内、読書相談及び調査研究に対する援助に関すること。 

(5) 図書館資料の図書館相互の貸借に関すること。 

(6) 学校、市民活動センターその他の施設及び団体との連絡協力に関するこ

と。 

(7) 分室の運営に関すること。 

(8) その他図書館奉仕の目的達成に必要な事業 

（館内利用） 

第６条 図書館資料を館内で利用しようとする者は、所定の閲覧場所又は視聴

場所で利用しなければならない。 

（複写利用） 

第７条 図書館資料（相互貸借で借り受けた資料のうち貸出館により複写を禁

止されていない資料を含む。以下この条において同じ。）の複写を希望する

ものは、著作権法（昭和４５年法律第４８号）第３１条の規定により、複写

を受けることができる。 

２ 館長は、前項の複写が不適当と認めた場合は、許可しないことができる。 

３ 図書館資料の複写について著作権法に規定する責任は、当該複写の申込み

を依頼したものが負わなければならない。 



４ 図書館資料の複写を依頼したものに対しては、実費を徴収する。 

第２章 図書館奉仕 

（個人貸出） 

第８条 図書の館外利用をすることができる者は次のとおりとする。ただし、

特別の事由により館長が許可した場合は、この限りでない。 

(1) 市内に居住し、又は通勤し、若しくは通学する者 

(2) 東松山市と相互利用協定を締結している市町村に居住し、又は通勤し、

若しくは通学する者 

第９条 図書の館外利用をしようとする者は、利用申込書（様式第１号）に住

所及び身分を証明する書類を添えて館長に提出し、利用券（様式第２号）の

交付を受けなければならない。 

２ 利用券を有する者は、利用券を亡失した場合又は住所、氏名若しくは身分

を変更した場合は、速やかに館長に届け出なければならない。 

３ 利用券は、他人に譲渡し、若しくは貸与し、又は不正に使用してはならな

い。 

４ 利用券が他人によって使用され、損害が生じた場合の責は、利用券の交付

を受けた者に帰するものとする。 

第１０条 図書の館外利用をしようとする者は、図書に利用券を添えて提出す

るものとする。 

第１１条 同時に館外利用できる図書は、１０冊以内とし、貸出期間は１５日

以内とする。ただし、特別の事由により館長が認めた場合は、この限りでな

い。 

（団体貸出） 

第１２条 図書の館外利用をすることのできる団体は、市内の事業所、機関そ

の他の団体で館長が適当と認めたものとする。 

第１３条 図書の団体貸出を受けようとする者は、団体貸出利用申込書（様式

第３号）に住所を証明する書類を添えて利用券の交付を受けなければならな

い。 



２ 前項に定めるもののほか、団体貸出の取扱いについては、第９条第２項か

ら第４項まで及び第１０条の規定を準用する。 

第１４条 同時に館外利用できる図書は、１団体５０冊以内とし、貸出期間は

３０日以内とする。ただし、特別の理由により館長が許可した場合はこの限

りでない。 

（視聴覚資料の貸出） 

第１５条 視聴覚資料の貸出については、２点以内とし、貸出期間は、１５日

以内とする。 

（分室） 

第１６条 分室は、併設の施設とし、図書館より派遺された職員等によって運

営する。 

第１７条 分室に配置された図書館資料等の利用については、第４条及び第８

条から第１５条までの規定を準用する。 

（対面朗読等） 

第１８条 市立図書館は、視覚障害者に対して、対面朗読及び録音テープの貸

出（以下「対面朗読等」という。）を行う。 

第１９条 対面朗読等を利用できる者は、第８条に規定する者で視覚障害のた

め身体障害者手帳の交付を受けているものとする。 

２ 対面朗読等を利用しようとする者は、身体障害者手帳を館長に提示して、

登録をしなければならない。 

３ 対面朗読等を利用しようとする者は、あらかじめ、希望する日時等を館長

に申し出なければならない。 

第２０条 市立図書館は、市内在住の重度身体障害者に対して、図書館資料の

家庭配本を行う。 

２ 家庭配本の利用については、前条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（館外利用の禁止） 

第２１条 郷土資料、辞典、貴重図書その他館長が館外利用を不適当と認めた

ものについては、館外利用を禁止することができる。 



（研修室等の利用団体） 

第２１条の２ 条例第５条第１項の規定による団体は、次のいずれかに該当す

るものとする。 

(1) 図書館が主催する事業に協力しているボランティア団体 

(2) 図書館が主催する講座を受講した者が引き続き学習をするために設立

した団体 

(3) 展示室の利用許可を受けた団体（利用期間中に２日間を超えない範囲で、

展示室と同一の目的で利用する場合に限る。） 

(4) その他教育長が認めた団体 

（研修室等の利用手続） 

第２２条 条例第５条第３項の規定による許可を受けようとする者は、次に掲

げる区分に応じ、当該各号の期間内に研修室等利用申請書（様式第４号。以

下「利用申請書」という。）を教育長に提出しなければならない。許可に係

る事項を変更しようとする場合も同様とする。 

(1) 研修室又は視聴覚ホールを利用する場合 利用を開始しようとする日

（以下「利用開始日」という。）の属する月の初日前３月から利用開始日

の３日前まで 

(2) 展示室を利用する場合 利用開始日の属する月の初日前６月から利用

開始日の３日前まで 

２ 前項の規定にかかわらず、教育長が特に必要と認めるときは、当該利用の

許可を受けようとする者は、同項各号に掲げる期間以外に利用申請書を提出

することができる。 

（利用の許可） 

第２３条 条例第５条第３項の規定による利用又は変更の許可は、研修室等利

用許可書（様式第５号）を交付して行うものとする。 

（使用料の減免手続） 

第２４条 条例第１０条の規定による使用料の減免を受けようとする者は、展

示室使用料減免申請書（様式第６号）を東松山市長に提出しなければならな



い。 

（使用料の還付） 

第２５条 条例第１１条ただし書の規定による既納の使用料の還付額は、次の

各号に掲げる区分に応じて、当該各号に定めるところによる。 

(1) 条例第１１条第１号に該当する場合 １００分の１００ 

(2) 条例第１１条第２号に該当する場合であって、管理上必要があるため利

用を取り消した場合 １００分の１００ 

(3) 条例第１１条第３号に該当する場合であって、取消しの申出が利用開始

日の３０日前までになされた場合 １００分の１００ 

(4) 条例第１１条第３号に該当する場合であって、取消しの申出が利用開始

日の１０日前までになされた場合 １００分の５０ 

２ 前項に規定する使用料の還付を受けようとする者は、展示室利用許可取消

申出兼使用料還付申請書（様式第７号）に第２３条に規定する許可書及び既

納の使用料の領収書を添えて、教育長に提出しなければならない。 

３ 教育長は、前項の申請があったときは、利用の許可の取消し及び使用料の

還付の可否を決定し、展示室利用許可取消決定通知書兼使用料還付決定通知

書（様式第８号）により申請者に通知するものとする。 

（遵守事項） 

第２６条 図書館を利用する者は、次の各号に掲げる事項を守らなければなら

ない。 

(1) 使用した図書館資料、施設、設備等は、原状に復して整理整頓すること。 

(2) 所定の場所以外で火気を使用しないこと。 

(3) 他の者に迷惑の及ぶ行為をしないこと。 

(4) その他館長の指示に従うこと。 

（図書館資料、施設、設備等の損傷等の届出） 

第２７条 図書館の利用者は、図書館資料、施設、設備等を損傷し、又は亡失

したときは、直ちに図書館資料、施設、設備等損傷・亡失届出書（様式第９

号）により教育長へ届け出なければならない。 



第３章 組織等 

第２８条 削除 

（職員） 

第２９条 図書館に館長及び主事を置く。 

２ 前項に定めるもののほか、副館長、副主幹、主査、主任及び主事補を置く

ことができる。 

３ 前２項に定める職には、司書及び司書補を併せて充てることができる。 

（職務） 

第３０条 館長は、上司の命を受け、図書館の所掌する事務を掌理し、所属職

員を指揮監督する。 

２ 副館長は、館長を補佐し、所属職員の担任する事務を監督し、事務を整理

する。 

３ 前２項に定めるもののほか、前条第１項及び第２項の職にある者の職務に

ついては、東松山市教育委員会事務局組織規則（平成７年東松山市教委規則

第８号）第６条の規定を準用する。 

第４章 図書館資料の寄贈及び寄託 

（寄贈及び寄託） 

第３１条 図書館に図書館資料を寄贈又は寄託しようとする者は、住所、氏名、

資料の種類、名題、員数及び価格を記し、館長に申し出るものとする。 

２ 前項の寄贈者又は寄託者に対しては、受領証又は預り証を交付する。 

（寄贈資料） 

第３２条 寄贈資料には、寄贈者の氏名、寄贈年月日を記入して永くその芳志

を伝えるものとする。 

（寄託資料） 

第３３条 寄託資料は、図書館所蔵のものと同様に取扱い、寄託者の要求又は

図書館の都合により返却するものとする。 

（損害） 

第３４条 不慮の事故による寄託資料の毀損又は滅失に対しては、図書館はそ



の補償の責を負わない。 

第５章 図書館協議会 

（会長及び副会長） 

第３５条 図書館協議会（以下「協議会」という。）に会長及び副会長各１名

を置き、委員の中から互選とする。 

２ 会長は、協議会を代表し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第３６条 協議会の会議は、必要に応じ館長が招集する。 

（その他） 

第３７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

本規則は、公布の日から施行し、昭和３５年７月１日から適用する。 

附 則（昭和５４年３月２４日教委規則第２号） 

１ この規則は、昭和５４年４月１日から施行する。 

２ この規則施行日において図書帯出証を有する者は、この規則の規定にかか

わらず、なお従前の例による。 

附 則（昭和５８年３月２日教委規則第８号） 

この規則は、昭和５８年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６０年９月２７日教委規則第１２号） 

この規則は、昭和６０年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和６３年２月２６日教委規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成元年３月３０日教委規則第３号） 

この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年３月２０日教委規則第４号） 

この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年３月２５日教委規則第４号） 



この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年２月２８日教委規則第２号） 

この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年９月２９日教委規則第１１号） 

この規則は、平成７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１０年３月３０日教委規則第３号） 

この規則は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則（平成１１年２月２４日教委規則第４号） 

この規則は、平成１１年５月１日から施行する。 

附 則（平成１２年２月２５日教委規則第１号） 

この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月３０日教委規則第５号） 

この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年３月２８日教委規則第４号） 

１ この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ 第３条の様式第２号の改正規定にかかわらず、改正前の東松山市立図書館

設置及び管理条例施行規則に基づき交付された利用券については、当分の間

利用できるものとする。 

附 則（平成１７年３月３１日教委規則第５号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月２４日教委規則第４号） 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年２月２２日教委規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の東松山市立図書館設置及び管理条例施行規則の規定にかかわらず、

既に発行済みの利用券については、必要な訂正をして利用することができる。 



附 則（平成１９年８月３１日教委規則第８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１９年１０月１日から施行する。ただし、第６条第７号

中「配本所、分室及び移動図書館」を「分室及び配本所」に改め、同条を第

５条とする改正規定、第１９条から第２１条までを削る改正規定及び第２８

条第１０号中「分室、配本所及び移動図書館」を「分室及び配本所」に改め

る改正規定は、平成１９年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の東松山市立図書館設置及び管理条例施行規則（以下「新規則」と

いう。）第２４条及び第２５条に係る規定は、この規則の施行の日以後の申

請で平成２０年１月１日以後の利用に係るものから適用する。 

３ 新規則の規定にかかわらず、既に発行済みの利用券については、必要な訂

正をして利用することができる。 

附 則（平成２０年２月２１日教委規則第２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の東松山市立図書館設置及び管理条例施行規則の規定にかかわらず、

既に発行済みの利用券については、必要な訂正をして利用することができる。 

附 則（平成２０年３月２５日教委規則第５号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年９月１日教委規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２２年２月１８日教委規則第３号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年１月３１日教委規則第２号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 



附 則（平成２９年８月２３日教委規則第４号） 

この規則は、平成２９年９月１日から施行する。 

































様式第１号（第９条関係） 

様式第２号（第９条、第１０条、第１３条関係） 

様式第３号（第１３条関係） 

様式第４号(１)（第２２条関係） 

様式第４号(２)（第２２条関係） 

様式第４号(３)（第２２条関係） 

様式第４号(４)（第２２条関係） 

様式第５号(１)（第２３条関係） 

様式第５号(２)（第２３条関係） 

様式第５号(３)（第２３条関係） 

様式第５号(４)（第２３条関係） 

様式第６号（第２４条関係） 

様式第７号（第２５条関係） 

様式第８号（第２５条関係） 

様式第９号（第２７条関係） 


